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エリアマネジメントとは、一般に「地区組織による計画と管理運営」のことを指す。また、

まちづくりにおけるディベロップメント（開発）中心の考え方からマネジメント（運営管理）

を強調したものといえる。 
これは公が担ってきた開発に対する役割などに加えて、エリア単位で協同する民と連携

してまちを運営してゆくことを強調する点にその特徴がある。実際にイギリスではハイス

トリートと呼ばれる商店街エリアの住民がそのエリアだけに限って上乗せで税金（固定資

産税）まで支払い、そのエリアの維持管理、開発、広報活動などを行う仕組みがある。日本

もいずれはこうした「エリア主導」のまちづくりが盛んになる可能性を秘めている。 
しかしこれまで、こうした活動の「効果」に関しては統計的実証分析が十分ではなかった。

事例調査は存在するものの、全国を俯瞰してその効果をとらえたものは本論文が初の試み

といえる。 
日本では、政策的には平成 14 年に誕生した都市再生特別措置法をよりどころとする都市

再生整備計画区域がこれにあたり、同計画は民間の活力をより強固に引き出そうというも

のである。中心市街地もエリアマネジメントの対象といえる。 
著者は、京都大学経営管理大学院官民協働まちづくり実践講座に設置された官民連携ま

ちづくり研究会（座長：和歌山大学経済学部教授足立基浩氏、事務局：京都大学経営管理大

学院特定教授御手洗潤氏 1、他）において、エリアマネジメントの実態を研究テーマとする

事務局（調査・効果分析担当）として関わってきた。 
本論文は、同研究会が平成 26 年 7 月より平成 30 年 4 月まで（第 1 期合計 8 回、第 2 期

合計 4 回開催）行ってきた「官民連携まちづくり」の研究活動の内容について、著者の分析

結果をまとめたものを主軸にしている。同研究会は、全国的にどのようなエリアマネジメン

トが存在し、またいかなる効果を有するのか全国調査を行った。データ収集・分析に数年の

月日を費やしたが、今後「失敗しない」地方創生のための有益な結果が得られた。 
ここで、以下に本論文の構成を示す。 
まず第 1 章でエリアマネジメントについての定義づけと既存文献のサーベイを行ってい 

る。公益活動とも思われるエリアマネジメント活動になぜ市民や民間組織が関与するのか、

その蓋然性について述べている。第 2 章では、地方版エリアマネジメントの制度的経緯や

平成 30 年 6 月に制定された地域再生エリアマネジメント負担金制度の創設を含む「地域再

生法の一部を改正する法律」等の最新の関連制度について紹介している。第 3 章では、エリ
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ア（土地）からの収益性・リスク管理の視点から理論的分析を行った。特に、「最適なマネ

ジメントタイミング」との関係性の視点から議論を行った。タイミングの理論的意義を考察

することで、エリアマネジメントを実施する担当者は時間管理の必要がある点を示してい

る。第 4 章では、エリアマネジメント活動の地価に与える影響について、土地の属性データ

等の説明変数を用いて分析を行った。その結果、地方都市圏においてもエリアマネジメント

活動は地価を上昇させる効果のあることが確認された。第 5 章では、エリアマネジメント

活動の評価に関する分析を行っている。分析には「評価者」の「主観的評価点」を用いた。

その結果、一部のエリアマネジメント活動への補助金等の公的資金が活動に対する高い評

価を得ない点が確認された。第 6 章では、東京都、大阪府、愛知県以外の地域で行った現地

調査をもとにエリアマネジメントの実例について効果の種類ごとに紹介している。効果に

ついては、「まちなみや景観への効果型エリアマネジメント」「にぎわいや集客への効果型エ

リアマネジメント」「不動産への効果型エリアマネジメント」「消費活動や雇用などの経済へ

の効果型エリアマネジメント」「防災・防犯・安全への効果型エリアマネジメント」「住民（市

民）の相互交流などへの効果型エリアマネジメント」「財政負担の軽減効果型エリアマネジ

メント」「地域の知名度向上への効果型エリアマネジメント」「地域間競争力への効果型エリ

アマネジメント」というように 9 種類に分類した。第 7 章では、エリアマネジメントの発

展に必要と思われる提言をまちづくりの長期ビジョンの共有、エリアマネジメント・プラッ

トフォームの構築、既存組織のエリアマネジメント組織化への誘導、財源の確保、リスクテ

イクの視点、空間政策という視点等の観点から特に地方都市圏に重きを置きつつ示してい

る。そして最後に、本論文の特徴と課題について論じている。 


